
ネットストックトレーダー利用規約 

 

1. 申込方法 

申込はネットストック会員画面内、ネットストックトレーダー申込フォームから行います。 

 

2. 申込対象者 

ネットストック会員ご本人に限ります。お客様一人につき 1ID・パスワード(ネットストッ

クトレーダー専用)とします。 

 

3. 申込受付時間 

毎月 1日 00:00～20 日 15:30 

＊15:30～17:00 および 03：15～06：00、毎月 20 日 15:30～月末は申込できません。 

 

4. 新規・継続申込期間 

【新規申込】 

 毎月 1日 00:00～20 日 15:30 

 15:30 までの申込を当日分として受付けます。申込期間中の 17:00 以降の申込は、翌営

業日の申込として受付けます。 

 諸事情により、申込期間が短縮される場合があります。お申込はお早めにお願いしま

す。 

 

【継続申込】 

 利用期間の終了する月の 1日 00:00～20 日 15:30 

 15:30 までの申込を当日分として受付けます。申込期間中の 17:00 以降の申込は、翌営

業日の申込として受付けます。 

 諸事情により、申込期間が短縮される場合があります。お申込はお早めにお願いしま

す。 

 

【解約について】 

 解約は受付けません。自動解約のみとなります。 

 利用期間の終了する月の 20 日 15:30 までに継続申込を行わない場合、自動的に解約と

なります。 

 継続申込を行っても、情報料の引き落としを行うことができず、申込期間内に申込を

行うことができない場合、自動的に解約となります。 

 解約となった後、再び当該サービスを利用する場合、新規申込を行っていただきます。 

 



5. 情報料の決済(代金支払方法)について 

【料金表】 

利用期間 情報料(税抜) 
一括申込時の割引率

(税抜) 

1 か月 1,800 円 － 

3 か月 5,000 円 約 7.4% 

6 か月 9,800 円 約 9.2% 

12 か月 19,400 円 約 10.1% 

＊「一括申込時の割引率」は、1か月ずつ申込を行った場合の情報料と、一括申込を行った

場合の情報料との差を割引率で表示しています。 

 

【新規申込】 

 申込時に、申込期間に応じた情報料をネットストック口座から引き落とします(情報料

は前受となります)。 

 情報料の引き落とし内容は、会員画面内の精算表に表示します。 

 情報料の引き落としが完了すると、ネットストックトレーダーの ID・パスワードを即

時発行します。発行された ID・パスワードは、会員画面内上部【情報検索】－【ネッ

トストックトレーダー】の ID・パスワード確認フォームに表示します。こちらのフォ

ームは、当該サービスを利用できる期間(料金前受済み)も併せて表示します。 

 有料期間前であっても、発行された ID・パスワードを使用し、サービスを利用するこ

とができます。有料期間前の利用分の情報料は無料となります。 

 情報料の引き落としができない場合、当該サービスは利用できません。 

 

【継続申込】 

 継続申込時に、継続申込期間に応じた情報料をネットストック口座から引き落としま

す(情報料は前受となります)。 

 継続申込を受付けると、翌月以降、お客様の指定した期間の利用が可能となります。

ID・パスワードは、そのまま利用できます。 

 利用期間の終了する月の 20 日 15:30 までに継続申込を行わない場合、自動的に解約と

なります。 

 継続申込を行っても、情報料の引き落としを行うことができず、継続申込期間内に申

込を行うことができない場合、自動的に解約となります。 

 

【注意事項】 



 申込時点で、申込日付で引き落とし可能な余力が必要となります。現物買付余力等が

あっても、申込できない場合があります。ご注意ください。 

 ネットストック口座解約時に、利用期間が残っていても情報料は返金できません。ご

了承ください。  

 

6. クーリングオフ 

申込内容の変更およびキャンセルは、新規・継続にかかわらず、原則として受付けません。

ただし、当社に故意または重過失のある場合はこの限りではありません。 

 

7. 領収書について 

法人のお客様は、受領日(申込日)に発行・送付します。 

個人のお客様は、取引残高報告書への記載のみとなり、領収書を発行しません。 

 

8. 製品の利用にあたって 

「ネットストックトレーダー」の利用にあたっては、特に次の点にご留意ください。 

 本情報サービスは、1ID につき 1端末でのみ利用いただけます。 

 ID、パスワード等を第三者に譲渡または貸与することを禁じます。 

 本情報サービスは、東京証券取引所、大阪取引所、日本証券業協会、株式会社 QUICK

から情報の提供を受けています。 

 日経平均株価の著作権は日本経済新聞社に帰属します。 

 本情報サービス画面の著作権は当社及び株式会社 QUICK に帰属します。 

 本情報サービスの内容について、蓄積・編集・加工・二次利用(第三者に提供すること

を含みます。)を禁じます。 

 本情報サービスの取得に必要なソフトウェアに関する一切の知的財産権は、株式会社

QUICK または株式会社 QUICK が指定する者に帰属します。 

 本情報サービスの内容は、予告なしに変更になることがあります。 

 本情報サービスの取得に必要なソフトウェアの利用については、次の事項を遵守して

ください。 

 ソフトウェアは、本情報を表示する端末機のみで使用し、本情報を取得する以外の目

的で使用しない。 

 本情報サービスの利用を終了する場合は、ソフトウェアを消去する。 

 ソフトウェアを複製、逆アセンブルまたは逆コンパイルしない。 

 ソフトウェアの全部または一部を改変しない。 

 ソフトウェアを第三者に対し、有償、無償を問わず、譲渡、使用許諾その他の方法で

使用させないとともに担保の目的に供しない。 

 ソフトウェアの内容を第三者に開示しない。 



 本情報サービスの内容については万全を期しておりますが、その内容を保証するもの

ではありません。これらの情報によって生じたいかなる損害についても、当社および

情報提供者は一切責任を負いません。 

 当社及び情報提供者は本情報サービスの正確性および信頼性について調査・確認の責

任を負いません。 

 通信機器、通信回線、商用ネットワーク、コンピュータ等の障害によって生じた本情

報サービスの伝達遅延および誤謬、欠陥については当社および情報提供者はその責任

を負いません。 

 

9. 免責事項 

(1)当社は、ネットストックトレーダーによるパスワードの一致を確認して行った当該サー

ビス利用行為により生じるお客様の損害について、一切その責を負わないものとします。

ただし、当社にパスワードの一致にもかかわらず、ご本人の利用行為でないことについて

故意があり、またはご本人の利用行為でないことを知るべき点について、重過失がある場

合にはこの限りではありません。 

(2)当社は、当該サービスにかかるプログラムのダウンロード、インストールまたは使用に

関連してお客様に直接的または間接的に発生する一切の損害(ハードウェア、他のソフトウ

ェアの破損、不具合等を含む。また、通常損害、特別損害 、結果損害を問わない)および

第三者からなされる請求について一切責任を負担しないものとします。 

(3)当社は、次の理由により当該サービスを利用できないことによって生じるお客様の損害

について、一切その責を負わないものとします。ただし、当社の故意又は重過失によるも

のである場合は、この限りではありません。 

1.当社の責によらない通信回線およびシステム機器の瑕疵または障害。  

2.天災地変など不可抗力による通信回線およびシステム機器の瑕疵または障害。  

(4)上記(3)の 2 にいう通信回線およびシステム機器は、お客様、プロバイダ、当社、情報

提供会社のそれぞれのハードウェア、ソフトウェア、およびそれぞれを結ぶ通信回線のす

べてを含むものとします。 

(5)当社は、当社および情報提供会社のシステムメンテナンス行為により、当該サービスを

利用できないことによって生じるお客様の損害について、一切その責を負わないものとし

ます。ただし、当社の故意又は重過失によるものである場合は、この限りではありません。 

(6)当社は、ネットストックトレーダーにおける情報更新の速度について一定の速度を保証

するものではありませんので、回線の混雑を理由としての情報更新遅延に関する損害につ

いて、一切その責を負わないものとします。ただし、前記混雑等、情報更新速度を大幅に

低下させる事由が、当社の故意又は重過失によるものである場合は、この限りではありま

せん。 

 



10. 動作環境について 

ご利用の前に必ず当社 WEB サイトで推奨環境をご確認ください。なお、所定の動作環境

を満たさないシステムをお使いの場合、本サービスの動作を保証することができません。

11. その他 

ネットストックトレーダーのサービス内容は、予告なしに変更される場合があります。 

当該利用規約は、予告なしに変更される場合があります。 

 

以上 

平成 26 年 11 月 


